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１５ 森林整備法人の支援について 

（農林水産省、総務省） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（背景） 
○ 森林整備法人(本県：愛知県農林公社）が実施している分収林事業は、国の指導
のもと、森林所有者では整備が進みがたい地域において拡大造林を推進してきた。 
 
○ 木材価格が昭和５５年当時の１/３にまで下落していることから、将来の収益が
見込まれず法人経営の先行きは厳しくなっている。 
 
○ こうした状況は全国的な問題であり、国は平成２０年度に、地方との協議の場
として｢林業公社の経営対策等に関する検討会｣を設置し、平成２１年６月３０日
に協議結果を踏まえた報告書を出した。 
 
○ この報告書では、国の支援策として「国は、都道府県と連携し・・・将来にわ
たり継続的な林業公社経営が行えるよう、利子負担軽減策、事業コスト削減、収
益性の向上にむけた支援策を拡充するとともに、継続的に講ずる必要がある。」と
されているが、抜本的な改善につながる支援策は未だ講じられていない。 
 
○ また、分収林事業は事業開始から伐採収入を得るまでに長期間を要し、その間、
補助金を除き大半を日本政策金融公庫等からの借入により事業を実施しているこ
とから、利子負担が森林整備法人の経営を圧迫し、元金の償還も危ぶまれる状況
にある。 
 
○ このため、利子負担の軽減、間伐を始めとする森林整備等の事業コストの削減
等に対する支援を拡充・継続し、将来にわたって公社経営が行えるような取り組
みを急ぐ必要がある。 

 

【内容】 
(1) 「林業公社の経営対策等に関する検討会」報告書を踏まえ、将来
にわたり継続的な林業公社経営が行えるよう、国による支援策を拡
充し継続すること。 

 
(2) 日本政策金融公庫等からの借入に対する利子負担軽減のための支
援を行うこと。 

 
(3) 木材の搬出を伴わない除伐や保育間伐に対する補助制度の拡充及
び長期継続支援など、森林整備事業等の事業コスト削減のための支
援を行うこと。 

＜元気な経済・産業・地域をつくる＞ 
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（ 参 考 ） 

◇ 愛知県農林公社 分収林事業の状況 

(1) 丸太価格と伐出賃金 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 借入金と分収益累計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (3) 集中経営改善プランの策定 

本県は、平成２１年度に｢地方公共団体の財政の健全化に関する法律｣(平成 
２０年４月１日施行）に基づき「愛知県出資法人等経営検討委員会」を設置し、
この委員会が提示した「改革案」を受け「改革プラン」を策定した。 
公社は、この「改革プラン」を受け「集中経営改善プラン」を策定し経営改

善に取り組んでいる。 
 
 
 
 

 
 

    

＜集中経営改善プランの主な内容＞  
・採算林・不採算林の選別及び契約継続の検討 
・主間伐収入の増（長伐期化への変更契約、高性能林業機械の活用） 
・公的支援の提案・要望とその活用 
・新財源の導入(二酸化炭素排出量取引制度等の活用検討) 等 

上記を行い、平成２４年度に長期収支見込を作成  

分収林面積 4,770ha 


